
 

 

 

 

 

島原市高齢者虐待防止・支援マニュアル 

改訂版 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７月 
（平成３１年１月改訂） 

島原市 
 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



はじめに 

 
全国的に急速な高齢化が進展するなか、島原市ではできるだけ住み慣れた地域で自分らしい暮ら 

しを人生の最期まで続けることができるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援が包括的に確

保される「地域包括ケアシステム」の構築に向け取り組みを進めているところです。 

しかしながら、高齢者が心身機能の低下により他者の養護を必要とする状況になる中において、

養護者から様々な権利の侵害を受ける虐待事例も増加傾向にあり、全国的にも大きな社会問題とな

っています。 

このような中、平成 18 年４月１日から「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律」が施行されました。この法律は、虐待を受けた高齢者に対する保護、養護者の負担の

軽減を図ることなど高齢者虐待の防止に資する支援のための措置等を定めることにより、高齢者の

権利・利益の擁護に資することを目的としています。 

本市におきましては、関係団体における連携体制の構築や情報の共有を目的として平成 19 年度

から組織していた「島原市高齢者虐待防止ネットワーク会議」を拡大し、虐待に限らず高齢者に関

する異変や異常全般に対応するため、平成 23 年度から「島原市高齢者等見守りネットワーク協議

会」を発足しております。 

とりわけ、高齢者虐待の対応は島原市福祉事務所と島原市地域包括支援センターが中心となって

取り組んでおり、平成 22 年 7 月には、高齢者虐待のサインに気づき、適切な養護者支援につな

ぐための手引きとして「島原市高齢者虐待防止・支援マニュアル」を作成しました（平成 24 年

12 月に一部修正）。また、平成 18 年 4 月に作成された国の高齢者虐待防止マニュアルである

「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」が平成 30 年 3 月に改

訂されたことを受け、島原市においてもこの度、「島原市高齢者虐待防止・支援マニュアル」を改

訂いたしました。 

皆様におかれましては、このマニュアルをご活用いただき、高齢者の権利擁護が推進されますよ

う、今後ともご理解並びにご協力の程よろしくお願いいたします。 

 

 

平成 31 年 1 月 島原市 
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Ⅰ．高齢者虐待とは                       

 

１．高齢者虐待の定義 

 
（１）「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の施行 

高齢者虐待は高齢者の尊厳を侵す深刻な問題ですが、特定の人や家庭で起こるものではなく、 

どこの家庭でも起こりうる身近な問題です。 

介護保険制度の普及、活用が進む中で問題が表面化し、平成 18 年 4 月 1 日より、「高齢者

虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（通称 高齢者虐待防止法）」（以下

「法」と記す。）が施行されました。 

       

 ★高齢者の定義（法第 2 条第 1 項） 
  法では、「高齢者」とは 65 歳以上の者と定義されています。 

 

★高齢者虐待とは（法第 2 条第 3 項） 

養護者による高齢者虐待及び養介護施設従事者等による高齢者虐待をいいます。 
①「養護者」とは 

     養護者とは「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの」（法第 2 

条第 2 項）とされており、高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等が該当します。 

②「養介護施設従事者等」とは 

    養介護従事者等とは、老人福祉法及び介護保険法に規定する「養介護施設」又は「養介護 

事業」の業務に従事する職員が該当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ※ このマニュアルでは、「養護者による高齢者虐待」を中心に記述しています。 

 

★早期発見（法第5条） 

 高齢者の福祉に業務上関係のある者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し

早期発見に努めなければならないことが法に規定されています（法第５条）。 

 

★通報義務（法第7条、第21条） 

養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した際は市町村への通報義務が定

められています。また、養介護施設従事者等が養介護施設又は養介護事業において高齢者虐待

を受けたと思われる高齢者を発見した際の市町村への通報義務（法第21条）についても定め

られています。 

養介護施設従事者の通報については、職員が通報したこと（虚偽であるもの及び過失による

ものを除く）を理由に解雇等の不利益を受けることがないようになっています。（通報は、刑

法や個人情報保護法の規定に触れるものではありません。） 

区 分 養 介 護 施 設 養 介 護 事 業 
養介護施設 

従事者等 

老人福祉法

による規定 

老人福祉施設 

有料老人ホーム 
老人居宅生活支援事業 「養介護施設」

又は「養介護事

業」の業務に従

事する者 
介護保険法

による規定 

 

 

 

 

 

介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

介護医療院 

地域密着型介護老人福祉施設 

地域包括支援センター 

居宅介護サービス事業 

地域密着型サービス事業 

居宅介護支援事業 

介護予防サービス事業 

地域密着型介護予防サービス事業 

介護予防支援事業 

介護予防・生活支援サービス事業 
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２．「高齢者虐待」の種類 

法では、高齢者虐待を「身体的虐待」、「介護・世話の放棄・放任」、「心理的虐待」、「性的虐

待」、「経済的虐待」の 5 種類に分けて定義しています（法第 2 条）。 

   高齢者虐待の種類や定義を下記の表に示します。高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じ

ている場合は、すみやかに関係窓口に通報しなければなりません（法第 7 条）。 

 

区分 定義・説明 

身体的虐待 ○ 暴力的行為で、痛みを与えたり、身体にあざや外傷を与える行為。 

【具体的な例】 

・平手打ちをする。つねる。殴る。蹴る。やけど、打撲をさせる。 

・刃物や器物で外傷を与える。 など 

 

○ 本人に向けられた危険な行為や身体に何らかの影響を与える行為。 

【具体的な例】 

・本人に向けて物を壊したり、投げつけたりする。 

・本人に向けて刃物を近づけたり、振り回したりする。（※） など 

 

○ 本人の利益にならない強制による行為によって痛みを与えたり、代替方法

があるにもかかわらず高齢者を乱暴に取り扱う行為。 

【具体的な例】 

・医学的判断に基づかない痛みを伴うようなリハビリを強要する。 

・移動させるときに無理に引きずる。無理やり食事を口に入れる。 など 

 

○ 外部との接触を意図的、継続的に遮断する行為。 

【具体的な例】 

・身体を拘束し、自分で動くことを制限する（ベッドに縛り付ける。ベッド

に柵を付ける。つなぎ服を着せる。意図的に薬を過剰に服用させて動きを

抑制する。など）。 

・外から鍵をかけ閉じ込める。中から鍵をかけて長時間家に入れない。など 

 

介護・世話の 

放棄・放任 

(ネグレクト) 

○ 意図的であるか、結果的であるかを問わず、介護や生活の世話を行ってい

る者が、その提供を放棄又は放任し、高齢者の生活環境や、高齢者自身の

身体・精神的状態を悪化させていること。 

【具体的な例】 

・入浴しておらず異臭がする、髪や爪が伸び放題だったり、皮膚や衣服、寝

具が汚れている。 

・水分や食事を十分に与えられていないことで、空腹状態が長時間にわたっ

て続いたり、脱水症状や栄養失調の状態にある。 

・室内にごみを放置する、冷暖房を使わせないなど、劣悪な住環境の中で生

活させる。 など 

 

○ 専門的診断や治療、ケアが必要にもかかわらず、高齢者が必要とする医療

介護保険サービスなどを、周囲が納得できる理由なく制限したり使わせず

放置する。 

【具体的な例】 

・徘徊や病気の状態を放置する。 

・虐待対応従事者が、医療機関への受診や専門的ケアが必要と説明している

にもかかわらず、無視する。 

・本来は入院や治療が必要にもかかわらず、強引に病院や施設等から連れ帰

る。など 

 

○ 同居人等による高齢者虐待と同様の行為を放置する。 

【具体的な例】 

・孫が高齢者に対して行う暴力や暴言行為を放置する。 など 
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心理的虐待 ○ 脅しや侮辱などの言語や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によって、精神

的苦痛を与えること。 

【具体的な例】 

・老化現象やそれに伴う言動などを嘲笑したり、それを人前で話すなどによ

り、高齢者に恥をかかせる（排泄の失敗、食べこぼしなど）。 

・怒鳴る、ののしる、悪口を言う。 

・侮蔑を込めて、子どものように扱う。 

・排泄交換や片づけをしやすいという目的で、本人の尊厳を無視してトイレ

に行けるのにおむつをあてたり、食事の全介助をする。 

・台所や洗濯機を使わせないなど、生活に必要な道具の使用を制限する。 

・家族や親族、友人等との団らんから排除する。 など 

 

性的虐待 ○ 本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為又はそ

の強要。 

【具体的な例】 

・排泄の失敗に対して懲罰的に下半身を裸にして放置する。 

・排泄や着替えの介助がしやすいという目的で、下半身を裸にしたり、下着

のままで放置する。 

・人前で排泄行為をさせる、オムツ交換をする。 

・性器を写真に撮る、スケッチをする。 

・キス、性器への接触、セックスを強要する。 

・わいせつな映像や写真を見せる。 

・自慰行為を見せる。 など 

 

経済的虐待 

 
※養護しない親族

による経済的虐待

について「養護者

による虐待」とし

て認定する 

○ 本人の合意なしに財産や金銭を使用し、本人の希望する金銭の使用を理由

なく制限すること。 

【具体的な例】 

・日常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない。 

・本人の自宅等を本人に無断で売却する。 

・年金や預貯金を無断で使用する。 

・入院や受診、介護保険サービスなどに必要な費用を支払わない。 など 

 

 

また上記以外にも、認知症等により「セルフネグレクト＝自己放任（自身の世話を放棄・放

任）」となっている場合もあります。このように、高齢者虐待かどうか判別しがたい事例であっ

ても、高齢者の権利が侵害され、生命や健康が損なわれているなど、支援が必要な場合には、

虐待防止法の取り扱いに準じて、必要な援助を行っていく必要があります。 

 
（※）「暴行とは人に向かって不法なる物理的勢力を発揮することで、その物理的力が人の身体に接触

することは必要でない。例えば、人に向かって石を投げ又は棒を打ち下せば、仮に石や棒が相手

方の身体に触れないでも暴行罪は成立する」（東京高裁判決昭和 25 年 6 月 10 日）。 

上記判例のとおり、身体的虐待における暴力的行為とは、刑法上の「暴行」と同様、高齢者の身

体に接触しなくても、高齢者に向かって危険な行為や身体になんらかの影響を与える行為があれ

ば、身体的虐待と認定することができます。 
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Ⅱ．島原市における相談・支援体制（役割とネットワーク）        

 

１．島原市における相談の流れ 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．高齢者虐待に関する相談窓口 

名称 住所 電話番号 対応時間 

島原市福祉事務所（福祉課） 島原市上の町 537 番地 

島原市役所 1 階 

 

0957- 

63-1111 

月～金 
8 時 30 分～17 時 15 分 

島原市地域包括支援センター 島原市萩原一丁目 1230 番地 

島原市医師会館 1 階 

0957- 

65-5110 

月～金 
8 時 30 分～17 時 15 分 

(緊急時 24 時間対応) 

島原警察署 島原市新馬場町 890 番地 1 

 

0957- 

64-0110 

 

24 時間 

 
島原市地域包括支援センター 島原市福祉事務所 

情報共有・連携 

事実確認・調査 

島原警察署（必要時） 

高齢者の住所または居所への 

立ち入り調査 

専門機関（必要時） 

適切な対応策の検討及び支援の実施 

●見守り 

●継続的な支援（相談、訪問等） 

●在宅サービス・施設サービスの利用（介護保険サービスや福祉サービス等の利用） 

●老人福祉法によるやむを得ない事由による措置 

発見の努力 

虐待を受けたと思われる高齢者の発見 

助言・協力 相談等 援助要請 協力 

地域住民 高齢者の福祉に業務上 

関係のある団体や従事者 

高齢者 

 

通報 

（努力義務） 

見守りﾈｯﾄﾜｰｸ協議会 

連携協力・協定事業所 

養護者 

 

相談 
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３．島原市高齢者等見守りネットワーク協議会の役割と構成 
 

島原市では、見守りの在り方を検討することにより、高齢者等の孤立死及び高齢者に対する虐

待の防止その他高齢者等の住み慣れた地域で安心した生活を確保できるよう、島原市高齢者等見

守りネットワーク協議会を設置しています。 

福祉事務所及び地域包括支援センターと３つのネットワーク機能（地域や関係機関等）が役割

を分担・連携して対応することで高齢者虐待を防止し、問題が深刻化する前に高齢者や養護者・

家族に対する適切な支援を行うことが可能になると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島原市地域包括支援センター 

 ・虐待等事例が発生した場合の対応と支援方法の検討 

 ・虐待等事例対応への実施状況の管理  

島原市福祉事務所 

● 虐待等ケースマネジメントの実施 （虐待等事例発生時に開催） 

・通報などを受けた際、適切な機関への迅速な連絡や対象者への支援を行う 

● ケース検討会議（コア会議）の開催 

・相談内容の共有と事実確認を行うための協議を行う。 

●虐待等発生に関わるやむを得ない措置等の実施。 

●立入調査等の実施など。 

連携協力・協定事業所 

 

●日常業務のなかで高齢者等の 

異常を発見した時、迅速な 

通報を行う。 

 

協定締結 

相談・通報 

虐待等の実態調査 

相談・通報 

相談・通報 サービス介入、 
法執行、相談等 

 

 

 

●行政等に寄せられる各種情報から 

虐待等事例の情報収集を行う。 

事例によっては専門機関の介入を 

利用して法執行を行う。 

 

 

 

 

 

県南地域リハビリテーション 

広域支援センター協力機関 
 

島原保養院 認知症疾患医療センター 
 

島原市社会福祉協議会 
 

長崎県県南保健所 地域保健課 
 

島原警察署 生活安全課 
 

長崎地方法務局 島原支局 
 

島原地域広域市町村圏組合 消防本部 
 

島原地域広域市町村圏組合 介護保険課 
 

島原市生活支援コーディネーター 
 

島原市 市民安全課 
 

島原市教育委員会 学校教育課 

 

相談・通報 

 

 ●総合相談窓口体制の整備。 

 ●早期発見、高齢者等見守りネットワークを活用し、虐待等事例の実態調査を実施。 

  

    

● 高齢者等見守りネットワークの整備 

サービス介入 

連
携
・
協
力 

島原市地区社会福祉協議会連絡協議会 
 

島原市民生委員児童委員協議会連合会 
 

島原市町内会・自治会連合会 
 

島原市婦人会連絡協議会 
 

島原市老人クラブ連合会 
 

島原市人権擁護委員協議会 
 

ボランティア団体 
 

島原市消防団 
 

認知症の人と家族の会長崎県支部  

島原「お城の会」 
 

 

 

 

●各団体が中心となり虐待の防止、

早期発見、見守り機能を担う。 

●高齢者宅に定期的に訪問して 

声かけを行う。 

 

 

早期発見・見守り 
ネットワーク 

 

長崎県介護支援専門員連絡協議会 

島原半島支部 
 

島原半島通所事業連絡協議会 
 

島原半島訪問介護員連絡協議会 
 

島原市認知症グループホーム連絡協議会 
 

長崎県島原病院 地域医療支援センター 
 

島原市医師会 
 

島原南高歯科医師会 
 

島原薬剤師会 
 

島原市福祉保健部（島原市保健センター） 
 

島原地区老人福祉施設協議会 
 

島原市シルバー人材センター 

 

 

 

 

●各種サービスの利用時において、 

異常発見時の迅速な通報や、 

虐待等事例の目撃又は相談等の 

情報収集を行う。事例によっては 

サービス介入を利用して事例解決 

の対応及び支援を行う。 

 

保健医療福祉サービス介入 

ネットワーク 

 

医療専門機関介入 

ネットワーク 
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Ⅲ．早期発見（発見・通報）                   
 

1．発生要因の理解 
   高齢者虐待の状況やその要因（傾向）を理解することは、早期発見のみならず、支援の必要性

の見極めやその後の具体的な支援をするために重要です。高齢者虐待は、主に図のような要因

が関連して発生するとされています。いくつかの要因が重複しているような場合には、発生の

可能性が高まると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．高齢者虐待のサイン 

高齢者虐待が疑われる場合には、高齢者本人、介護者、あるいはその周囲・生活環境に通常

の状態とは異なる何らかのサイン（兆候）が必ず見られるはずです。高齢者や養護者等に虐待

が疑われるサインが見られる場合には、できる限り高齢者本人や養護者が SOS を出せるよう

支援していくことが重要です。 

サインに気づいたときは自分一人で抱え込まず、まずは自分が所属する機関の上司などに相

談しましょう。高齢者虐待には、複雑な背景がある場合が多く、単独機関で解決できない場合

が多いため、チームで支援していくことが必要です。色々な職種・機関がチームで役割を分担

していくことで、支援者一人にかかる負担を軽くするとともに、多角的・客観的に事例をみて

いくことができます。早い段階から関係機関と連携し、客観的な事実の経過を共有することが、

チームで支援していくうえで有効です。 

 

 

       

       

   

    

                                

 

 

 

          

 

      

 

「おやっ？」と思うサインがあった場合は、 
「高齢者虐待防止のための気づき チェックリスト」でチェックしてみましょう。 

○がある場合 

同僚や上司等関係者でチェック 引き続き、サインのキャッチに 
努めていきましょう 

複数に○があり、高齢者虐待が疑われる 

島原市福祉事務所又は島原市地域包括支援センターへご相談ください。 
高齢者虐待の程度（緊急度）を判断し、事実確認（必要な場合は立入調査）
や支援を行います。 

高
齢
者 

高齢者とその家族を孤立させないことが大切です 

・心身の疾病や障害 

・人格や性格 

・暴力への慣れやあきらめ 

・罪悪感 

・支援の拒否 

・経済的困窮 

社会からの孤立、 
希薄な近隣関係 

ニーズに合わない医療・ 
介護サービスの提供 

・経済的、精神的依存 
・力関係の変化 
・折り合いの悪さ 

・長年続く暴力 
・世代間、家族間連鎖 

・介護負担 

・心身の疾病や障害 
・人格や性格 
・介護に関する知識不足 

・経済的困難 
 

家族や周囲の人の 
介護に対する無関心 

単身、老々、認認 
老障、障老介護の増加 

養
護
者 

高齢者の要因 
養護者の要因 

虐 待 

人間関係 

社会環境などの要因 

○がない場合 

あいさつや声かけ等の見守りが高齢者虐待の防止につながります。 



７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者からのサイン 

高齢者

の様子 
サ   イ   ン 

チ

ェ

ッ

ク 

具体的な状況

（程度、いつ

からか等） 

疑われる虐待行為 

身

体

的 

介

護

放

棄 

心

理

的 

性

的 

経

済

的 

態度や

表情 

おびえた表情や、体を萎縮させている。   ＊  ＊ ＊  

急に不安がったり、急な態度の変化がある。   ＊ ＊    

家族のいる場面、いない場面で態度が異なる。   ＊ ＊    

無気力な表情、無表情や、投げやりな態度である。    ＊    

かきむしり、噛み付き、ゆすり、自傷行為等がみられる。（疾患によ

るものを除く）     ＊   

人目を避けたがるようになる。      ＊  

不自然な空腹を訴えたり、他の所ではガツガツ食べる。    ＊    

身体の

状況 

身体にあざや傷がある。 

・説明のつかない転倒や小さな傷が頻繁にみられる。 

・太腿の内側や上腕部の内側、背中等の傷やみみずばれがある。 

・回復状態が様々な段階の傷・あざや、骨折がある。 

・臀部や手のひら、背中等に火傷跡がある。 

・生殖器等の傷、出血、かゆみの訴えがある。 

  

＊

＊

＊

＊ 

  

 

 

 

 

 

＊ 

 

衣服・身体の清潔さが保たれていない。 

・身体の異臭、汚れのひどい髪、のび放題の爪 

・汚れたままの服や、濡れたままの下着を身につけている。 
   ＊    

やせが目立ったり、急な体重の減少、拒食や過食による不自然な体重

の増減がある。    ＊ ＊  ＊ 

不眠や不規則な睡眠（悪夢、眠ることへの恐怖、過度の睡眠等）の訴

えがある。     ＊   

話の内

容 

「怖い」「痛い」「怒られる」「家にいたくない」「殴られる」といった

発言がある。   ＊     

話す内容が変化し、つじつまが合わない。（疾患によるものを除く）   ＊     

何を求めても説明しようとせず、隠そうとする。   ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

「お金を渡されていない」「お金を取られた」「年金が入ってこない」

「貯金がなくなった」などの発言があったり、年金通帳・預金通帳が 

ない。 
      ＊ 

自分を否定的に話す。     ＊   

「ホームに入りたい」「死にたい」などの発言がある。     ＊   

新たなサービスは拒否する等、援助を受けたがらない。   ＊   ＊  

行為の

自由度 
自由に外出したり、家族以外の人と話すことができない。   ＊     

高齢者虐待防止のための気づき チェックリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 虐待が疑われる場合の「サイン」として以下のものがあります。複数のものにあてはまると、疑いの 

度合いはより濃くなっていきますが、これらはあくまで例示です。 

 様々なサインを捉え、なぜチェックがついているのか、その背景をアセスメントしたうえで、高齢者 

や養護者への支援を考えていきましょう。 

 １ サインで当てはまるものがあれば、チェック欄に「○」を付け、具体的な状況を記入してください。 

 ２ 「○」があれば、自分一人ではなく、同僚や上司等、複数の目で確認して下さい。 

 ３ 複数に「○」があり、高齢者虐待が疑われる場合は、島原市福祉事務所や島原市地域包括支援 

センターへご相談ください。 

※ 疑われる虐待行為の欄は、特に関連がある虐待の種類の欄に＊印を付けています。 
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養護者からのサイン 

養護者

の態度 
サ   イ   ン 

チ

ェ

ッ

ク 

具体的な状況

（程度、いつ

からか等） 

疑われる虐待行為 

身

体

的 

介

護

放

棄 

心

理

的 

性

的 

経

済

的 

高齢者

に対す

る態度 
冷淡、横柄、無関心、支配的、攻撃的、拒否的   ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

高齢者

への話

の内容 

「早く死んでしまえ」など否定的な発言がある。   ＊ ＊ ＊   

コミュニケーションをとろうとしない。    ＊ ＊   

関係者

に対す

る態度 

援助の専門家と会うのを避けたり話したがらないなど、拒否的であ

る。また、本人に会わせなかったり、本人の部屋を見せない。   ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

専門家に責任転嫁をする。   ＊ ＊    

他人の助言を聞き入れず、不適切な介護方法へのこだわりがある。   ＊ ＊ ＊   

適切な

医療や

介護サ

ービス

等の提

供 

経済的に余裕があるように見えるのに、高齢者に対してお金をかけようとし

ない。 

・資産と日常生活の大きな落差 

・サービス利用負担や生活費が払えていない。 

   ＊   ＊ 

住環境が不適切である。 

・ 極端に乱雑であったり、床がべたべたした感じがする、汚れたままの 

シーツ等、極めて非衛生的であったり、異臭がする。 

・暖房の欠如 

   ＊   ＊ 

菓子パンのみの食事など、適度な食事が準備されていなかったり、食

べるものにも困っている。    ＊    

高齢者の健康や疾患に関心がなく、医師への受診や入院の勧めを拒否

したり、受診した気配がない。    ＊    

介護サービスが必要であるが、勧めても無視あるいは拒否し、極端に

不足していたり、未利用である。    ＊    

 

地域からのサイン 

サ   イ   ン 

チ

ェ

ッ

ク 

具体的な状況

（程度、いつ

からか等） 

疑われる虐待行為 

身

体

的 

介

護

放

棄 

心

理

的 

性

的 

経

済

的 

自宅から、高齢者や介護者・家族の怒鳴り声や悲鳴・うめき声、物が投げられ

る音が聞こえる。   ＊  ＊   

庭や家屋の手入れがされていない、または放置の様相（草が生い茂る、壁のペ

ンキがはげている、ゴミが捨てられている）を示している。    ＊   ＊ 

室内や住居の外にゴミがあふれ、異臭がしたり、虫がわいている状態である。    ＊   ＊ 

高齢者が、気候や天気が悪くても、長時間外にいる姿がしばしばみられる。   ＊  ＊   

高齢者が道路に座り込んでいたり、徘徊している姿がみられる。    ＊ ＊   

家族と同居している高齢者が、コンビニやスーパー等で、一人分のお弁当等を

頻繁に買っている。    ＊    

ものごとや自分の周囲に関して、極度に無関心になり、何を聞いても「いい

よ、いいよ」と言って遠慮をし、あきらめの態度がみられる。     ＊   

近所付き合いがなく、訪問しても高齢者に会えない、または嫌がられる。   ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

郵便受けや玄関先等が、1 週間前の手紙や郵便で一杯になっていたり、電気メ

ーターがまわっていない。    ＊    

電気、ガス、水道が止められていたり、新聞、テレビの受信料、家賃等の支払

いを滞納している。    ＊   ＊ 

 

 
≪その他気づき≫ 
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３．高齢者虐待のサインに気づくために 
 

高齢者虐待を早期に発見し、問題の深刻化を防ぐためには、近隣住民をはじめ、地域の民生

委員や自治会などの地域組織、介護保険サービス事業者など高齢者を取り巻く様々な関係者が

高齢者虐待に対する認識を深め、虐待のサインに気づくことが大切です。 

特に、高齢者が介護保険サービスを利用している場合には、担当の介護支援専門員や介護保

険サービス事業所の職員は、高齢者や養護者等と接する機会も多いことから、高齢者の身体面

や行動面での変化、養護者等の様子の変化などに、専門的な知識を持って関わっていくことが

必要です。 

   

○高齢者や養護者からサインを引き出すための対応の基本 

・高齢者の意思を尊重した対応をする。 

・無理な情報収集は避け、信頼関係を築き、話しやすい雰囲気を作る。 

・場合によっては高齢者と養護者と双方の話を別々に聞く機会を作る。また、当事者以外 

の家族の関わりを知る。 

・自分の価値観や思い込みで対応せず、関係者とチームで考える。 

・客観的な事実について確認する。（いつから、どのような時に、誰が、どのような状況 

で、どの程度） 

   ・言葉以外の、声の感じや表情を観察する。高齢者の様子に合わせて、虐待者の様子も観察  

する。また、生活環境の観察により価値観などを知る。 

 

○サインを得るための具体的なポイント 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

状況 具体的なポイント 

高齢者の 

身体的な状況 

・本人に、あざや傷、やけどの原因について尋ねるが、問い詰めな

いようにする。 

・「転んでしまった」「ぶつけてしまった」など、あざの説明や声の

感じ、表情などについて、不自然さがないかなど観察する。 

・あざの形や色、場所や程度、大きさなどについて確認し、記録は

あくまでも客観的、具体的に記入する。 

・体重の減少がある場合、いつから何キログラム減少したのか具

体的に確認する。 
 

高齢者の心理的な

状況・言動 

・いろいろな時間に訪問してみる。 

・いつどんな様子なのか、情報を提供した人に詳しく聞く。 
 

高齢者の経済的な

状況 

・生活費の収支状況を尋ねる。 

・支払いの滞りがあれば、いつから、金額はどの程度か、具体的に

聞く。 

・経済的な状況は話しにくい問題であると認識し、サービスの利

用料金を具体的に示し、利用可能な範囲について確認する。 

・認知症等による被害妄想か否かを確認する。 
 

高齢者の 

住環境 

・食事、排泄、入浴、寝る場所について、具体的に観察する。 

・不衛生な状況が、高齢者のスペースだけなのか、家族の部屋すべ

てがそうなのか確認する。 
 

養護者の言動 ・養護者を一方的に批判したり介護方法を否定せず、介護の大変

さをねぎらうなどして、共感的に接触する。 
 

地域での様子 ・いろいろな時間に訪問してみる。 

・いつどんな様子なのか、情報を提供した人に詳しく聞く。 
 



1０ 

Ⅳ．養護者における高齢者虐待の対応手順               

 

虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合、個人的対応で解決できるものは少なく、市と

関係機関等が協力して継続的な支援を行っていく必要があります。 

そのため、本市では養護者による高齢者虐待対応のフローチャート（次ページ）により迅速か

つ効果的な対応に努めます。 

 

１．養護者による高齢者虐待対応の手順段階  
高齢者虐待においては、目的を明確にするとともに、進行状況を見通しながら対応を実施す 

ることが重要であるため、大きく３つの段階に分かれます。 

 

○初動期段階 

初動期段階では、高齢者の生命・身体の安全確保が目的となります。高齢者虐待を疑わせる

相談・通報・届け出を受け付けた後、コアメンバー会議で虐待の有無と緊急性の判断を行い、

その判断に基づいて作成され対応方針に沿って行われた一連の対応の評価を行うまでの流れを

さします。 

 

○対応段階 

対応段階では、高齢者の生命・身体の安全確保を常に意識しながら、虐待の解消と高齢者が

安心して生活を送る環境を整えるために必要な対応を行うことが目的となります。虐待と認定

した事例に対して、「情報収集と虐待発生要因・課題の整理→虐待対応計画（案）の作成→虐待

対応ケース会議（虐待対応計画案の協議・決定）→計画の実施→対応段階の評価会議→（評価

の内容に応じて）必要な情報収集と整理→虐待対応計画の見直し～終結」という循環を繰り返

す流れをさします。 

 

○終結段階 

虐待対応の終結にあたっては、「虐待が解消されたと確認できること」が最低要件となります。 

同時に、虐待の解消が、高齢者が安心して生活を送ることにつながるのかを見極める必要があ

ります。虐待がない状態で、高齢者が安心して地域で暮らすために、権利擁護対応（虐待対応

を除く）や包括的・継続的ケアマネジメント支援に移行する必要があります。 

 

 

２．養護者による高齢者虐待対応フローチャートの見方 

フロー図では福祉事務所、地域包括支援センター、関係機関という主体別の対応を示します。 

 

 ・（例） 

 

 

 

  ・（例） 

 

 

 

 

 ・（例） 

 

 

●相談・通報・届出の受付 

●受付記録の作成 

… 福祉事務所、地域包括支援センター、関係機関が 

役割を分担して行う対応 

●訪問調査 

高齢者の安全、虐待が疑われる

事実についての確認   

 … 福祉事務所、地域包括支援センターが共同で行う対応 
 

… 市権限及び福祉事務所のみが行う判断実施に関する対応 

 
●虐待の有無の判断 

●緊急性の判断 
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●養護者による高齢者虐待対応のフローチャート  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

当事者が面接に来た場合は、家族関係など他人に知られたくないような内容を話す 

ことが難しいと思われる。面接では次のことに気をつけて進める。 

 

・ 虐待があるかどうか明らかではないが、その疑いがある段階では、本人・家族と一

緒の面接で関係を探り、話しにくそうな場合は別々に話を聞く。 

・ 虐待が明らかになった段階では、本人・家族とは別々に面接を行い、状況の確認に

努める。 

・ 安心して話せる雰囲気を作る。（通報者の秘密は守られることを伝える・第８条） 

・ 本人、家族があくまで主体であることをしっかりと伝える。 

・ 本人、家族が困っていることの解決に向けて支援を行うことを伝える。 

・ 本人、家族の話を傾聴し、共感していく中で信頼関係を築いていく。 

・ 信頼を得るために適切に情報提供をして、「この人なら信頼できる。相談できる。」

と理解してもらう。 

・ 「相談してくれてよかった」「いつでも相談してください」と継続的な相談につな

げるような声かけを行う。 
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Ⅴ．養護者による高齢者虐待の対応方法と留意点          

 

１．相談・通報・届出への対応 
相談等を受けた窓口担当者において、虐待の事実があるかどうかを判断することが困難なケー

スも想定されるが、虐待があるかもしれないという意識を持って相談者の声に耳を傾けます。 

なお、相談等を受けた職員等は、職務上知り得た事項であって相談者を特定させるものなどを

決して漏らさないよう注意します。（第８条ならびに第１７条第２項および第３項）。 

      

（１）相談・通報・届出の受付  

複数の視点で緊急性の評価や対応のあり方について判断することが重要であるため、可能

な限り複数の職員による面接を行い、客観的、正確な情報収集に努めます。総合相談受付票

を作成します。専門職からの受理の場合は、気づきのチェックシートを活用します。 

 

○客観的・正確な情報収集 

     対象高齢者が認知症であったり、養護者が精神的に不安定になっていることも想定され  

るため、片方のみの言い分を鵜呑みにしない。また、口頭で得られる情報だけでなく、観

察によって得られる情報も重要な判断材料となるため記録する。 

 

○対象高齢者の意思確認 

     対象高齢者がこのまま在宅生活を続けたいのか、それとも施設に入所したいのか、本人

の意思によって支援方法が変化するため、高齢者の言動や表情から、その意思を確認する

よう努める。高齢者が認知症などで意思確認が困難な場合には、他に協力してくれる親族

等から意見を聴く。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

面接場面ポイント 



 

 

 

<高齢者について> 

・具体的な虐待内容の確認 

いつ、誰からどんな虐待を受けているのか、その程度はどうか。 

緊急性が高いか、それほどでもないか。その根拠はできれば証拠となる事実の 

写真や録音などの記録をとる。 

・高齢者の意向確認 

高齢者の意思表示能力はあるか？高齢者本人の虐待に対する思い、高齢者本人は 

どうしてほしいのか？ 

・高齢者自身の日常生活に関する能力確認 

高齢者の ADL（日常生活動作）、IADL（手段的日常生活動作）が自分でできるのか。 

 

<養護者について> 

・意図的なのか非意図的なのか 

・養護者の思い 

 

<サービスの利用状況や関係者の状況>  

・介護サービスを利用しているか？関わりのある関係者がいるか？ 

・カンファレスの実施等により、情報共有化を図っているか？ 

・関係機関のそれぞれ役割確認ができているか？ 
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（２）受理後の対応 

受け付けた組織内の複数の職員で虐待疑いについて協議し、対応が必要な可能性を判断し

た場合、高齢者虐待受付票（情報収集依頼項目まで記入）を作成します。 

   

 

２．事実確認  

（１）事実確認の目的 

①緊急性の判断を行うために必要な情報の収集 

虐待の種類や程度、高齢者の安全の確認と身体・精神・生活環境などを確認します。対象 

高齢者の意思確認を行うとともに、相談内容の事実確認を行います。できる限り被虐待者

本人と会い、養護者が同席しない場での情報収集も考慮します。その際、養護者とは別々に

聞き取りを行うなど、被虐待者の本心を聞きだしやすい状況の設定も検討します。 

 

②客観性の高い正確な情報の収集 

     訪問して情報収集する際には、必要な情報の聞き取り漏れを防ぎ客観性を高めるため、

複数人による同行訪問を原則とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報収集の具体的ポイント 



 

 

<本人や家族の思いを理解・受容する> 

 ・「虐待者＝加害者」と捉えるのではなく、虐待者が抱えている悩みや困惑、 

疲労などについて苦労をねぎらいながら理解を示していく。これまで介護等で 

がんばってきたことを評価し、ねぎらう。（傾聴、共感） 

 ・本人や家族の思いを理解・受容することによって信頼関係をつくり、何でも 

話しやすい関係性に結びつける。 

  

<名目として、他の目的を設定して介入> 

・虐待のことで介入すると悟られることのないよう、名目としては違う目的を 

設定し介入する。（例：介護保険の認定調査や地域の高齢者調査など） 

 

<訪問や声かけによる関係つくり> 

 ・定期的な訪問、「近くを通りかかったので」といった理由をみつけて訪問し声かけを

行う。時間はかかるが細く長くかかわることに配慮する。 

 

<家族の困りごとから介入> 

・家族の困っていることから、段階をふみながら少しずつ対応の幅を広げる。 

  いきなり虐待の核心にふれるのではなく、家族の一番困っていることは何かを 

探り、それに対して支援できることから順に対応していく。虐待者が困っている時

が介入のチャンスであり、虐待者の困難を支援するという視点でアプローチする。 

 

<緊急性が高い場合の保護> 

 ・緊急性が高いと判断される場合には、法的根拠に基づく支援を行う。 
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（２）事実確認における協議と対応 

①初回相談の内容共有と事実確認を行うための協議 

総合相談受付票・高齢者虐待受付票をもとに両機関で情報共有のための初回コア会議を開

催し、事実確認に向けての協議を行います。その際、事実確認の期限＝次回コア会議の開催

日時を決めておきます。 

○福祉事務所が受け付けた場合 

作成した総合相談受付票・高齢者虐待受付票を地域包括支援センターへ渡す。 

    ○地域包括支援センターが受け付けた場合 

     作成した総合相談受付票・高齢者虐待受付票を作成し、福祉事務所へ渡す。 

  

②情報収集 

    協議した役割分担に沿って各々で市関係部署・関係機関・関係者等から設定した期限まで 

に情報収集を行います。 

  

③訪問調査 

    協議した役割分担に沿い、各々または同行にて対応する。見聞きした内容は事実確認票に

そのまま記録します。 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護拒否時対応ポイント 



 

１ 生命が危ぶまれるような状況が確認される、もしくは予測される 

・骨折、頭蓋内出血、重症のやけどなどの深刻な身体的外傷 

・極端な栄養不良、脱水症状 

・「うめき声が聞こえる」などの深刻な状況が予測される情報 

・器物（刃物、食器など）を使った暴力の実施もしくは脅しがあり、エスカレート 

すると生命の危険性が予測される 

 

２ 本人や家族の人格や精神状態に歪みを生じさせている、もしくはそのおそれがある 

・虐待を理由として、本人の人格や精神状態に著しい歪みが生じている 

・家族の間で虐待の連鎖が起こり始めている 

 

３ 虐待が恒常化しており、改善の見込みが立たない 

・虐待が恒常的に行われているが、虐待者の自覚や改善意欲が見られない 

・虐待者の人格や生活態度の偏りや社会不適応行動が強く、介入そのものが困難で 

あったり、改善が望めそうにない 

 

４ 高齢者本人が保護を求めている 

・高齢者本人が明確に保護を求めている 
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３．虐待の有無の判断・緊急性の判断・対応方針の決定       

（１）コア会議の開催 

福祉事務所と地域包括支援センターにて①～③を目的にコア会議を開催します。 

 

①情報整理 

事実確認での情報収集を共有し、アセスメント要約票を活用して課題を整理します。 

 

②虐待有無の判断及び緊急性の判断 

整理した情報や地域包括支援センターが作成した島原版リスクアセスメントシートを 

参考に、福祉事務所で虐待有無の判断及び緊急性の判断を行います。 

 

  

<緊急性が高いと判断できる状況の例>  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「東京都高齢者虐待対応マニュアル」（東京都） 
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③初動における対応方針の決定と実施（高齢者の安全確保、追加的な情報収集の実施） 

対応方針決定のフローチャートにより介入や支援の必要性の他、具体的な役割分担・対応期

限等検討し決定します。関係者・関係機関等の対応・協力を必要とするときは、福祉事務所よ

り依頼をします。 

※支援策の具体的な内容についてはⅥ．おもな支援策 で説明。 

 

○初動に求められること 

・養護者による高齢者虐待の防止 

・虐待を受けた高齢者の安全確保（保護） 

・養護者に対する適切な支援方法 

 

○対応方針決定のフローチャート 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いいえ 

緊 急 性 の 判 断 

緊急性あり 緊急性なし 

 日常生活が自分で可能か 
 

高齢者の安全確認ができるか 

適切なインフォーマル 
サービス、制度の活用、 
定期的なフォローアップ 

適切な介護保険サービス
等の導入、 
定期的なフォローアップ 

 
養護者による 

 意思表示の妨害 

 
代理人 

 
介護の必要性 

 
受診の必要性 

 
養護者と一緒にいることを 

望んでいるか 

 
認知症などにより、 

認知機能に問題あるか 

地域住民等 

民生委員 

連携協力・協定事業所 

ケアマネジャー 

地域包括センター 

 

 

 

介護保険認定申請 

ケアプラン作成修正 

サービス利用 

 
 

 
 
 

日常生活 

自立支援 

事業 

 

成年後見 

制度 

 

 

契約による 

施設入所、 

分離の支援 

 

例) 

老人福祉施設 

入所等 

 

措置による 

施設入所、 

分離の支援 

 

例） 

老人福祉施設 

措置入所等 

 

医療機関 

 

 

 

例） 

・受診 

・入院 

 

警察署 

 

 

 

 

 

 

 

 地域での見守り 
 

在宅サービス利用  権利擁護  要医療  事件 

必要時、 

立入調査 

制度による 

分離の支援 

 

 

例） 

生活指導短期 

宿泊事業等 

 

 要分離 

はい はい 

はい 

あり なし 

なし 

あり 

いいえ 

はい 

いいえ 

措置による 
施設入所を考慮 

頻回のフォローアップ 
現状認識のカウンセリング 

あり 

あり なし 

契約による 
施設入所を考慮 

なし 

いいえ 



 
 

・虐待状態は改善されたか。改善されない原因は何か。 

・危険度は増していないか。 

・支援方針につき、高齢者や養護者の拒否があるか。拒否の原因は何か。 

・介護負担は軽減されているか。 

・新たな情報や社会支援はないか。   
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４．初動期段階の評価会議 

福祉事務所、地域包括支援センターにて対応の実施状況及び虐待が解消したかどうかの確認を

行い、初動期段階での対応について評価を行います。関係者・関係機関等の対応・協力を依頼し

たときは福祉事務所へ報告をもらうよう依頼します。 

（評価：ａ対応の終結/ｂ対応の継続/ｃアセスメントや方針の見直し） 

 

５．情報と虐待発生要因・課題整理 

初動期段階の評価ｂまたはｃに該当したときは、新たな対応を検討します。 

（１）虐待対応計画（案）の作成 

福祉事務所と地域包括支援センターで虐待発生要因の明確化・高齢者が安心して生活を送る

ための環境整備に向けた課題やニーズを明確化し、島原版支援計画・評価を用いて虐待対応計

画（案）を作成します。 

 

（２）虐待対応計画の作成と協議、決定 

   関与する関係機関を含めて虐待対応計画（案）について協議し、決定します。 

   ○協議方法 

    ・虐待対応計画（案）の照会 

    ・電話または訪問等による口頭伝達 

    ・虐待対応におけるケース会議の開催 

    ・関係機関が行うケース会議への参加 

 

（３）虐待対応計画に沿った対応の実施 

   虐待の解消、高齢者が安心して生活をするための環境整備に向けて必要な対応を実施します。 

 

６．対応段階の評価会議 
（１）ケース会議における評価 

福祉事務所、地域包括支援センターにて対応の実施状況及び虐待が解消したかどうかの確

認を行い、対応段階での対応について評価を行います。関係者・関係機関等の対応・協力を依

頼したときは、福祉事務所へ報告をもらいます。 

（評価：ａ対応の終結/ｂ対応の継続/ｃアセスメントや方針の見直し） 

対応段階の評価ｂまたはｃに該当したときは、本マニュアル５(１)～（３）の手順で新たな

対応を検討します。 

 

（２）虐待対応判断会議における評価 

福祉事務所、地域包括支援センターにて年度初めに、前年度対応した全ケースについて継

続有無の判断、対応方針等を検討する会議を設けます。 

 

 

 

 

 

 

 

       
 

７．終結 

（１）終結の取扱い 

   ６（２）で虐待対応として取り組む必要がない場合、虐待対応の終結として扱います。 

  ただし、虐待対応として終結したケースであっても、必要に応じ a～c の対応を行います。 

a 関係機関への関与の引継ぎ 

b 権利擁護対応（虐待対応を除く） 

   c 包括的・継続的マネジメント支援 

 評価のポイント 
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Ⅵ．おもな支援策                        
 

虐待対応における介入として、ⅰ）～ⅲ）の段階に応じた支援が必要と考えられます。また、コ

ア会議において、客観的な状況判断に基づき、支援方針を決定していくうえで、緊急性が特に高い

と判断された場合には、老人福祉法、高齢者虐待防止法に基づいた支援策を検討します。高齢者虐

待には、複雑な背景がある場合が多く、単独機関で解決できない場合が多いため、チームで支援し

ていくことが有効です。色々な職種・機関がチームで役割を分担していくことで、支援者一人にか

かる負担を軽くするとともに、多角的・客観的に事例をみていくことができます。 

 

ⅰ）予防的介入段階：虐待の事実があり、緊急性は低いが、介護が不適切または不十分な状態 

ⅱ）一時分離の段階：不適切な介護の状態が続き、介護ストレスや人間関係の悪化している状態 

ⅲ）緊急分離の段階：高齢者の生命・身体に危険がある場合、緊急性が高い状態 

 

１．地域の見守り 
  高齢者、介護者となる養護者は地域でのつながりが薄いことが多くあります。高齢者、養護者

がともに孤立した状態とならないよう、普段の活動や業務のなかで、あいさつやさりげない声か

けを行います。また、地域活動への参加により、高齢者の生きがい支援を図ります。 

どの段階であっても地域の継続した見守りにより、虐待の未然の防止や深刻化を予防すること

ができます。担当者や専門機関のみで抱え込まないよう、養護者以外の親族・近隣住民・知人・

ボランティアなど、支援チームの一員としての役割が期待されます。 

 

２．介護負担の軽減 

養護者が介護上の困りごとや日頃のストレスについて話し合える場をつくったり、介護を離れ

る時間を持ち、気持ちをリフレッシュできるよう支援します。高齢者と養護者との距離をとるこ

とができ、双方のストレス緩和を図ります。また、適切な介護ができるように介護の仕方や考え

方の支援を行うことで介護負担の軽減を図ります。 

 

  ○「認知症の人と家族の会」等のピュアカウンセリング 

  ○家族介護教室などの研修会 

○介護保険サービスの導入 

  ○ケアプランの見直し など 

   
 

３．立入調査 
高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる

ときには、市町村長は担当部局の職員に虐待を受けている高齢者の居所に立ち入り、必要な調査

や質問をさせることができます（第１１条）。 

また、市町村長は職務の執行に際し、高齢者の生命又は身体の安全の確保に万全を期すなど必

要な場合は管轄する警察署長に援助を求めることができます（第１２条）。 

 

４．要医療 
高齢者が病気や怪我による治療を必要としている場合には、必要な治療を受けられる医療機関

に一時的に入院させることにより、虐待者と分離を図ります。 

また、入院であれば虐待者の心理的抵抗も薄いため、入院による分離は迅速性の観点からも非

常に有効と考えられます。 
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５．要分離 
支援策を検討する際の流れとして、まずは介護保険サービスやその他福祉サービス等の利用に

より支援ができないか、検討します。それができない場合は、やむを得ない事由による措置を検

討します。 

 

（１）契約による介護保険サービスの利用 

高齢者本人の同意や成年後見人制度の活用等によって、契約できる介護サービスの利用を行

い、ショートステイ、グループホームや有料老人ホーム等の入所によって、分離を図ります。 

施設入所時には身元引受人を要求される場合があるため、虐待事案等で家族が頼れない場合

においては、身元保証のあり方について施設側と協議しておくことが必要となります。 

 

（２）やむを得ない事由による措置 

   ①制度概要 

虐待等の事由により、契約による介護サービスの利用が著しく困難な６５歳以上の高齢者

に対し、市町村が措置権を行使し、職権で特別養護老人ホーム等への入所の措置をすること

ができます。 

やむを得ない事由とは、事業者と「契約」をして介護サービスを利用することや、その前提

となる市町村に対する要介護認定の「申請」を期待しがたいことを指します。 

   

 <｢やむを得ない事由｣の状況> 

 

１ 本人が家族等の虐待または無視を受けている場合。 

 

２ 認知症その他の理由により意思能力が乏しく、かつ、本人を代理する家族等がない場合。 

 

３ 「やむを得ない事由による措置」は、高齢者本人の福祉を図るために行われるべきで 

あり、高齢者本人が同意していれば、家族が反対している場合であっても、措置を行 

うことは可能。 

 

４ 高齢者の年金を家族が本人に渡さない等により、高齢者本人が費用負担できない場合。 

 
根拠：平成 11 年 9 月 17 日、平成 15 年 9 月 8 日実施の全国介護保険担当課長会議の資料より 

「老人ホームへの入所措置等の指針について」平成 18 年 3 月 31 日付 朗発第 0331028 号 

 

②措置の種類 

・訪問介護  

・通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・短期入所生活介護  

・認知症対応型共同生活介護 

・特別養護老人ホーム 

 

③事務の流れ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

１措置決定 調査結果により島原市が措置を決定する。 

２サービスの提供 島原市が事業所に委託し、介護サービスを提供する。 

３費用の支弁 島原市が公費で負担する。 

４費用徴収 本人または扶養義務者から負担能力に応じて、島原市が費用を 

徴収する。要介護認定者は利用料を負担する。 

５措置の解除 

 （契約へ移行） 

特別養護老人ホーム入所等で虐待から離脱できた場合や成年後

見制度の活用等で契約等ができる状態になった場合など。 
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④活用にあたっての検討視点 

○早めの対応が必要 

・早急に対応を行わなかった場合に、生命、身体、精神などに重要な侵害が生じる可能性が 

高い。 

・虐待が恒常化しており、軽減もしくは終結する見込みが全く立たない。 

・ネグレクトの場合で、介護サービス等を投入しないと本人の生活が成り立たず、本人の権

利擁護に重要な問題が生じる。 

 

○要介護もしくは要支援状態であるが、入院治療を必要としない。 

・身体上又は精神上の障害や疾病、認知症等の理由により、日常生活を営むのに支障があり、

支援を要する。 

・介護保険の要介護認定に照らして支援を要する。 

・入院による治療を必要としない。 

 

○介護サービス契約利用ができない 

・本人に判断能力がなく代理人等もいないため、要介護認定の申請やサービスの契約ができ

ない。 

・本人が何らかの理由で要介護認定の申請あるいは介護サービスの利用を拒んでいるが、本

人の権利擁護のためには介護サービスの利用が不可欠である。 

 

⑤措置実施後のフォローの観点 

○契約への移行 

・本人や家族の同意を得て契約によるサービス利用に切り替える。 

・認知症等により本人の判断能力が欠けている場合には、成年後見制度の活用により本人の 

意思を代理できるようにし、契約への移行を図る。 

 

○虐待者からの保護 

・経済的虐待や虐待者と被虐待者が依存関係にある等の場合は、虐待者が本人の連れ戻しを

図ることがあるため、居場所を教えない、施設の対応を厳戒にする等の保護を行う。 

 

○虐待者のフォロー 

・措置の実施に虐待者が納得していない場合等においては、家族分離によって虐待者が精神

的に不安定になることもあるため、虐待者のフォローを十分に行う。 

・虐待者からのクレーム、苦情等についても一定の方針・ルールを持って対応する。 

 

○家族関係の修復 

・入所等の場合には、措置による分離で終わらせるのではなく家族関係の修復、それにより

家庭生活への修復に向けた家族関係調整を行う。 

・虐待者以外の家族や別居親族からキーパーソンを探し出す等して調整を図る。 

 

⑥面会の制限 

  高齢者虐待防止法では、老人福祉法に規定される「やむを得ない措置」が採られた場合、市

町村長や当該措置に係る養介護施設の長は、当該高齢者の保護等の観点から、高齢者虐待を行

った養護者と当該高齢者との面会を制限することができます。（第１３条） 

虐待当事者から面会の申し出があった場合は、当該高齢者の意思を確認するとともに、客観

的に面会できる状態か見極めるなど、高齢者の安全を最優先とします。 
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6．高齢者の権利擁護のための諸制度の活用 
（１）日常生活自立支援事業 

認知症高齢者や知的障害者、精神障害者など判断能力が不十分な人に対して福祉サービスの

利用援助を行うことにより、自立した地域生活が送れるよう、その人の権利を擁護します。 

利用者と社会福祉協議会が契約を結び、サービスが提供されます。 

 

①サービスの内容 

・福祉サービスに関する情報提供や申込、契約代行、利用料支払い 

・福祉サービスに対しての苦情を解決するため手続き 

・年金、福祉手当の受領続き 

・医療費、税金公共料の支払い 

・購入した日用品の代金支払い 

・日常の預貯金出し入れ 

 

②手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）成年後見制度 

判断能力が不十分な方々は、財産の管理や福祉サービスの利用契約、遺産分割など法律行為

を自分で行うことが困難な場合が考えられます。 

   そこで、成年後見制度では契約を本人に代わって行ったり（代理権）、本人が誤った判断で契

約をした場合はその契約を取り消すことができる（同意権・取消権）などの権限を、家庭裁判

所が選任した成年後見人等に与え、本人の生活状況に応じた保護や支援を行う制度です。 

   身寄りがいないなどの理由で申立てをする人がいない場合、市町村長が代理で申立てを行う

ことができます。 

 

相談、申立て手続きの流れ 

 

１相談 利用者が社会福祉協議会に相談する。 

２訪問、調査 社会福祉協議会の専門員が自宅等を訪問し事情を調査する。 

３計画提案 専門員が支援計画を作成し、提案する。 

４契約 利用者と社会福祉協議会の間で利用契約を締結する。 

５サービス開始 生活支援員が派遣され援助が開始される。 

１相談 福祉事務所や地域包括支援センターへ相談する。 

２申立て 利用者本人、配偶者、四親等内の親族が家庭裁判所へ申立ての手続

きを行う。 

・申立書（戸籍謄本、住民票等）提出 

・手続き費用の予納 

  申立手数料（収入印紙） 

  登記嘱託手数料（収入印紙） 

  郵便切手 

  鑑定費用  

３審判手続き ・調査 

 調査員が事情を調査 

・鑑定 

 医師が本人の能力を鑑定 

・審問 

 裁判官が直接事情聴取 

４審判 ・裁判官による審判 

・家庭裁判所から決定書を送付（後見人の選出） 

５援助開始 援助が開始される。 
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7．その他 
支援全般に共通することとして、ケースによっては当該世帯以外の親族に相談し、協力を求め

ることが必要です。コア会議でのアセスメント結果により選択できる支援の一部を以下に例示し

ます。 
 

（１）認知症がある場合 

・家族に認知症の症状や関わり方についての情報提供や説明、指導を行う。 

・家族に認知症についての相談窓口（医療相談を含む）を紹介し、関わりについての専門的 

な助言を受けるよう勧める。 

・服薬等により症状コントロールが可能な場合があるので、専門医の紹介受診や治療につな 

げる。 

・日常生活自立支援事業、成年後見制度の活用を検討する。 

 

（２）高齢者本人や家族に精神疾患や依存などの問題がある場合 

・精神疾患、アルコール依存など→保健所、医療機関、相談支援事業所などにつなげる。 

・障害（身体、知的）→市障害福祉担当部局、相談支援事業所などにつなげる。 

・成年後見制度（本人後見、家族後見）の活用を検討する。 

・地域の民生委員等に見守りを依頼する。 

   

（３）経済的な困窮がある場合 

・各種の減免手続きの支援や生活保護支給申請など福祉事務所（福祉課）などにつなげる。 
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高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

 

公  布：平成１７年１１月９日法律第１２４号 

施  行：平成１８年４月１日 

最終改正：平成２７年５月２９日法律第３１号 

 

第１章 総則（第１条－第５条） 

第２章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等（第６条－第１９条） 

第３章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等（第２０条－第２５条） 

第４章 雑則（第２６条－第２８条） 

第５章 罰則（第２９条・第３０条） 

附則  

 

第 1 章 総則  

（目的） 

第１条  この法律は、高齢者に対する虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとって高齢者に対する虐待を防止することが

極めて重要であること等にかんがみ、高齢者虐待の防止等に関する国等の責務、高齢者虐待を受けた高齢者に対する保護のための措置、

養護者の負担の軽減を図ること等の養護者に対する養護者による高齢者虐待の防止に資する支援（以下「養護者に対する支援」という。）

のための措置等を定めることにより、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって高齢者の権利利益の擁

護に資することを目的とする。 

（定義等） 

第２条  この法律において「高齢者」とは、６５歳以上の者をいう。 

２ この法律において「養護者」とは、高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等（第５項第１号の施設の業務に従事する

者及び同項第２号の事業において業務に従事する者をいう。以下同じ。）以外のものをいう。 

３ この法律において「高齢者虐待」とは、養護者による高齢者虐待及び養介護施設従事者等による高齢者虐待をいう。 

４ この法律において「養護者による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

（1）養護者がその養護する高齢者について行う次に掲げる行為  

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同居人によるイ、ハ又はニに掲げる行為と同様の行為の放

置等養護を著しく怠ること。 

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

二 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 

（2）養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。 

５ この法律において「養介護施設従事者等による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

（1）老人福祉法 （昭和３８年法律第１３３号）第５条の３ に規定する老人福祉施設若しくは同法第２９条第１項 に規定する有料老

人ホーム又は介護保険法 （平成９年法律第１２３号）第８条第２２項 に規定する地域密着型介護老人福祉施設、同条第２７項 に規定

する介護老人福祉施設、同条第２８項 に規定する介護老人保健施設若しくは同法第１１５条の４６第１項 に規定する地域包括支援セ

ンター（以下「養介護施設」という。）の業務に従事する者が、当該養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用する高齢者につ

いて行う次に掲げる行為  

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。 

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 

ホ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。 

（2）老人福祉法第５条の２第１項 に規定する老人居宅生活支援事業又は介護保険法第８条第１項 に規定する居宅サービス事業、同条

第１４項 に規定する地域密着型サービス事業、同条第２４項 に規定する居宅介護支援事業、同法第８条の２第１項 に規定する介護予

防サービス事業、同条第１２項 に規定する地域密着型介護予防サービス事業若しくは同条第１６項 に規定する介護予防支援事業（以

下「養介護事業」という。）において業務に従事する者が、当該養介護事業に係るサービスの提供を受ける高齢者について行う前号イか

らホまでに掲げる行為  

６ ６５歳未満の者であって養介護施設に入所し、その他養介護施設を利用し、又は養介護事業に係るサービスの提供を受ける障害者

（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定する障害者をいう。）については、高齢者とみなして、養介護施設従事

者等による高齢者虐待に関する規定を適用する。 

（国及び地方公共団体の責務等） 

第３条  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び適切な養護者に対する支

援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めなけれ

ばならない。 

２ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養護者に対する支援が専門的知識に基づき

適切に行われるよう、これらの職務に携わる専門的な人材の確保及び資質の向上を図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資するため、高齢者虐待に係る通報義務、人権

侵犯事件に係る救済制度等について必要な広報その他の啓発活動を行うものとする。 

（国民の責務） 

第４条  国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるとともに、国又は地方公共団体が講ずる

高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための施策に協力するよう努めなければならない。 

（高齢者虐待の早期発見等） 

第５条  養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び養介護施設従事者等、医師、保健師、弁護士そ

の他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなけれ
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ばならない。 

２ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止のための啓発活動及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護のた

めの施策に協力するよう努めなければならない。 

 

第２章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等  

（相談、指導及び助言） 

第６条  市町村は、養護者による高齢者虐待の防止及び養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護のため、高齢者及び養護者に

対して、相談、指導及び助言を行うものとする。 

（養護者による高齢者虐待に係る通報等） 

第７条  養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている

場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 

２ 前項に定める場合のほか、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報す

るよう努めなければならない。 

３ 刑法 （明治４０年法律第４５号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前２項の規定による通報をするこ

とを妨げるものと解釈してはならない。 

第８条  市町村が前条第１項若しくは第２項の規定による通報又は次条第１項に規定する届出を受けた場合においては、当該通報又

は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第９条  市町村は、第７条第１項若しくは第２項の規定による通報又は高齢者からの養護者による高齢者虐待を受けた旨の届出を受

けたときは、速やかに、当該高齢者の安全の確認その他当該通報又は届出に係る事実の確認のための措置を講ずるとともに、第１６条

の規定により当該市町村と連携協力する者（以下「高齢者虐待対応協力者」という。）とその対応について協議を行うものとする。 

２ 市町村又は市町村長は、第７条第１項若しくは第２項の規定による通報又は前項に規定する届出があった場合には、当該通報又は

届出に係る高齢者に対する養護者による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護が図られるよう、養護者による高齢者虐待により生命

又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる高齢者を一時的に保護するため迅速に老人福祉法第２０条の３ に規定

する老人短期入所施設等に入所させる等、適切に、同法第１０条の４第１項 若しくは第１１条第１項 の規定による措置を講じ、又は、

適切に、同法第３２条 の規定により審判の請求をするものとする。 

（居室の確保） 

第１０条  市町村は、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第１０条の４第１項第３号 又は第１１条第１項第

１号 若しくは第２号 の規定による措置を採るために必要な居室を確保するための措置を講ずるものとする。 

（立入調査） 

第１１条  市町村長は、養護者による高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認めるとき

は、介護保険法第１１５条の４６第２項 の規定により設置する地域包括支援センターの職員その他の高齢者の福祉に関する事務に従事

する職員をして、当該高齢者の住所又は居所に立ち入り、必要な調査又は質問をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求が

あるときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（警察署長に対する援助要請等） 

第１２条  市町村長は、前条第１項の規定による立入り及び調査又は質問をさせようとする場合において、これらの職務の執行に際

し必要があると認めるときは、当該高齢者の住所又は居所の所在地を管轄する警察署長に対し援助を求めることができる。 

２ 市町村長は、高齢者の生命又は身体の安全の確保に万全を期する観点から、必要に応じ適切に、前項の規定により警察署長に対し

援助を求めなければならない。 

３ 警察署長は、第１項の規定による援助の求めを受けた場合において、高齢者の生命又は身体の安全を確保するため必要と認めると

きは、速やかに、所属の警察官に、同項の職務の執行を援助するために必要な警察官職務執行法 （昭和２３年法律第１３６号）その他

の法令の定めるところによる措置を講じさせるよう努めなければならない。 

（面会の制限） 

第１３条  養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第１１条第１項第２号 又は第３号 の措置が採られた場合に

おいては、市町村長又は当該措置に係る養介護施設の長は、養護者による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護の観点から、当該養

護者による高齢者虐待を行った養護者について当該高齢者との面会を制限することができる。 

（養護者の支援） 

第１４条  市町村は、第６条に規定するもののほか、養護者の負担の軽減のため、養護者に対する相談、指導及び助言その他必要な

措置を講ずるものとする。 

２ 市町村は、前項の措置として、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担の軽減を図るため緊急の必要があると認める場合に高

齢者が短期間養護を受けるために必要となる居室を確保するための措置を講ずるものとする。 

（専門的に従事する職員の確保） 

第１５条  市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養護者に対する支援を適

切に実施するために、これらの事務に専門的に従事する職員を確保するよう努めなければならない。 

（連携協力体制） 

第１６条  市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養護者に対する支援を適

切に実施するため、老人福祉法第２０条の７の２第１項 に規定する老人介護支援センター、介護保険法第１１５条の４６第３項 の規

定により設置された地域包括支援センターその他関係機関、民間団体等との連携協力体制を整備しなければならない。この場合におい

て、養護者による高齢者虐待にいつでも迅速に対応することができるよう、特に配慮しなければならない。 

（事務の委託） 

第１７条  市町村は、高齢者虐待対応協力者のうち適当と認められるものに、第６条の規定による相談、指導及び助言、第７条第１

項若しくは第２項の規定による通報又は第９条第１項に規定する届出の受理、同項の規定による高齢者の安全の確認その他通報又は届

出に係る事実の確認のための措置並びに第１４条第１項の規定による養護者の負担の軽減のための措置に関する事務の全部又は一部を

委託することができる。 

２ 前項の規定による委託を受けた高齢者虐待対応協力者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であった者は、正当な理由な
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しに、その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 第１項の規定により第７条第１項若しくは第２項の規定による通報又は第９条第１項に規定する届出の受理に関する事務の委託を

受けた高齢者虐待対応協力者が第７条第１項若しくは第２項の規定による通報又は第９条第１項に規定する届出を受けた場合には、当

該通報又は届出を受けた高齢者虐待対応協力者又はその役員若しくは職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をし

た者を特定させるものを漏らしてはならない。 

（周知） 

第１８条  市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、第７条第１項若しくは第２項の規定による通報又は第９条第１項に規定する

届出の受理、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護、養護者に対する支援等に関する事務についての窓口となる部局及び高齢

者虐待対応協力者の名称を明示すること等により、当該部局及び高齢者虐待対応協力者を周知させなければならない。 

（都道府県の援助等） 

第１９条  都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の実施に関し、市町村相互間の連絡調整、市町村に対する情報の提供

その他必要な援助を行うものとする。 

２ 都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の適切な実施を確保するため必要があると認めるときは、市町村に対し、必要

な助言を行うことができる。 

 

第３章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等  

（養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置） 

第２０条  養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の実施、当該養介護施設に入所し、その他当

該養介護施設を利用し、又は当該養介護事業に係るサービスの提供を受ける高齢者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備その他

の養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置を講ずるものとする。 

（養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る通報等） 

第２１条  養介護施設従事者等は、当該養介護施設従事者等がその業務に従事している養介護施設又は養介護事業（当該養介護施設

の設置者若しくは当該養介護事業を行う者が設置する養介護施設又はこれらの者が行う養介護事業を含む。）において業務に従事する養

介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 

２ 前項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又

は身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 

３ 前２項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、速やかに、これを

市町村に通報するよう努めなければならない。 

４ 養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けた高齢者は、その旨を市町村に届け出ることができる。 

５ 第１８条の規定は、第１項から第３項までの規定による通報又は前項の規定による届出の受理に関する事務を担当する部局の周知

について準用する。 

６ 刑法 の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第１項から第３項までの規定による通報（虚偽であるもの及び

過失によるものを除く。次項において同じ。）をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

７ 養介護施設従事者等は、第１項から第３項までの規定による通報をしたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いを受けない。 

第２２条  市町村は、前条第１項から第３項までの規定による通報又は同条第４項の規定による届出を受けたときは、厚生労働省令

で定めるところにより、当該通報又は届出に係る養介護施設従事者等による高齢者虐待に関する事項を、当該養介護施設従事者等によ

る高齢者虐待に係る養介護施設又は当該養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る養介護事業の事業所の所在地の都道府県に報告し

なければならない。 

２ 前項の規定は、地方自治法 （昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項 の指定都市及び同法第２５２条の２２第１項 の

中核市については、厚生労働省令で定める場合を除き、適用しない。 

第２３条  市町村が第２１条第１項から第３項までの規定による通報又は同条第４項の規定による届出を受けた場合においては、当

該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしては

ならない。都道府県が前条第１項の規定による報告を受けた場合における当該報告を受けた都道府県の職員についても、同様とする。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第２４条  市町村が第２１条第１項から第３項までの規定による通報若しくは同条第４項の規定による届出を受け、又は都道府県が

第２２条第１項の規定による報告を受けたときは、市町村長又は都道府県知事は、養介護施設の業務又は養介護事業の適正な運営を確

保することにより、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護を図る

ため、老人福祉法 又は介護保険法 の規定による権限を適切に行使するものとする。 

（公表） 

第２５条  都道府県知事は、毎年度、養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況、養介護施設従事者等による高齢者虐待があった

場合にとった措置その他厚生労働省令で定める事項を公表するものとする。 

 

第４章  雑   則  

（調査研究） 

第２６条  国は、高齢者虐待の事例の分析を行うとともに、高齢者虐待があった場合の適切な対応方法、高齢者に対する適切な養護

の方法その他の高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた 高齢者の保護及び養護者に対する支援に資する事項について調査及び研究を

行うものとする。 

（財産上の不当取引による被害の防止等） 

第２７条  市町村は、養護者、高齢者の親族又は養介護施設従事者等以外の者が不当に財産上の利益を得る目的で高齢者と行う取引

（以下「財産上の不当取引」という。）による高齢者の被害について、相談に応じ、若しくは消費生活に関する業務を担当する部局その

他の関係機関を紹介し、又は高齢者虐待対応協力者に、財産上の不当取引による高齢者の被害に係る相談若しくは関係機関の紹介の実

施を委託するものとする。 

２ 市町村長は、財産上の不当取引の被害を受け、又は受けるおそれのある高齢者について、適切に、老人福祉法第３２条 の規定によ

り審判の請求をするものとする。 

（成年後見制度の利用促進） 

第２８条  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに財産上の不当取引による高齢者の

被害の防止及び救済を図るため、成年後見制度の周知のための措置、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を講
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ずることにより、成年後見制度が広く利用されるようにしなければならない。 

 

第５章  罰   則  

第２９条  第１７条第２項の規定に違反した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

第３０条  正当な理由がなく、第１１条第１項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質問に

対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは高齢者に答弁をさせず、若しくは虚偽の答弁をさせた者は、３０万円以下の罰

金に処する。 

 

  附    則  

（施行期日） 

１ この法律は、平成１８年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ 高齢者以外の者であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするものに対する虐待の防止等のための制度については、速

やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

３ 高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための制度については、この法律の施行後３年を目途として、この法律の施行状況等

を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

  附    則 （平成１８年６月２１日法律第８３号）抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成１８年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行

する。 

(1) 第１０条並びに附則第４条、第３３条から第３６条まで、第５２条第１項及び第２項、第１０５条、第１２４条並びに第１３１条

から第１３３条までの規定 公布の日 

(2) 第２２条及び附則第５２条第３項の規定 平成１９年３月１日 

(3) 第２条、第１２条及び第１８条並びに附則第７条から第１１条まで、第４８条から第５１条まで、第５４条、第５６条、第６２条、

第６３条、第６５条、第７１条、第７２条、第７４条及び第８６条の規定 平成１９年４月１日 

(4) 第３条、第７条、第１３条、第１６条、第１９条及び第２４条並びに附則第２条第２項、第３７条から第３９条まで、第４１条、

第４２条、第４４条、第５７条、第６６条、第７５条、第７６条、第７８条、第７９条、第８１条、第８４条、第８５条、第８７条、第

８９条、第９３条から第９５条まで、第９７条から第１００条まで、第１０３条、第１０９条、第１１４条、第１１７条、第１２０条、

第１２３条、第１２６条、第１２８条及び第１３０条の規定 平成２０年４月１日 

(5) 第４条、第８条及び第２５条並びに附則第１６条、第１７条、第１８条第１項及び第２項、第１９条から第３１条まで、第８０条、

第８２条、第８８条、第９２条、第１０１条、第１０４条、第１０７条、第１０８条、第１１５条、第１１６条、第１１８条、第１２１

条並びに第１２９条の規定 平成２０年１０月１日 

(6) 第５条、第９条、第１４条、第２０条及び第２６条並びに附則第５３条、第５８条、第６７条、第９０条、第９１条、第９６条、

第１１１条、第１１１条の２及び第１３０条の２の規定 平成２４年４月１日 

（健康保険法等の一部改正に伴う経過措置） 

第１３０条の２  第２６条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の介護保険法（以下この条において「旧介護保険法」とい

う。）第４８条第１項第３号の指定を受けている旧介護保険法第８条第２６項に規定する介護療養型医療施設については、第５条の規定

による改正前の健康保険法の規定、第９条の規定による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律の規定、第１４条の規定による改正

前の国民健康保険法の規定、第２０条の規定による改正前の船員保険法の規定、旧介護保険法の規定、附則第５８条の規定による改正

前の国家公務員共済組合法の規定、附則第６７条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法の規定、附則第９０条の規定による改

正前の船員職業安定法の規定、附則第９１条の規定による改正前の生活保護法の規定、附則第９６条の規定による改正前の船員の雇用

の促進に関する特別措置法の規定、附則第１１１条の規定による改正前の高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する

法律の規定及び附則第１１１条の２の規定による改正前の道州制特別区域における広域行政の推進に関する法律の規定（これらの規定

に基づく命令の規定を含む。) は、平成３０年３月３１日までの間、なおその効力を有する。 

2 前項の規定によりなおその効力を有するものとされた旧介護保険法第４８条第１項第３号の規定により平成３０年３月３１日までに

行われた指定介護療養施設サービスに係る保険給付については、同日後も、なお従前の例による。 

3 第２６条の規定の施行の日前にされた旧介護保険法第１０７条第１項の指定の申請であって、第２６条の規定の施行の際、指定をす

るかどうかの処分がなされていないものについての当該処分については、なお従前の例による。この場合において、同条の規定の施行

の日以後に旧介護保険法第８条第２６項に規定する介護療養型医療施設について旧介護保険法第４８条第１項第３号の指定があったと

きは、第１項の介護療養型医療施設とみなして、同項の規定によりなおその効力を有するものとされた規定を適用する。 

（罰則に関する経過措置） 

第１３１条  この法律（附則第１条各号に掲げる規定については、当該各規程。以下同じ。）の施行前にした行為、この附則の規定に

よりなお従前の例によることとされる場合及びこの附則の規定によりなおその効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行

後にした行為並びにこの法律の施行後前条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同項に規定する法律の規定の失効前

にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第１３２条  この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下この条において同じ。）の規定によってし

た処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを

除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものとみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により届出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前

にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく命令に別段の定めがあるものを除き、これを、改正後のそれぞ

れの法律中の相当の規定により手続がされていないものとみなして、改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第１３３条  附則第３条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

 

附  則 （平成１８年１２月２０日法律第１１６号）抄 
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（施行期日等） 

第１条  この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

 

附  則 （平成２０年５月２８日法律第４２号）抄 

（施行期日） 

第１条  この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

 

附  則 （平成２３年６月２２日法律第７２号）抄 

（施行期日） 

第１条  この法律は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第２条（老人福祉法目次の改正規定、同法第４章の２を削る改正規定、同法第４章の３を第４章の２とする改正規定及び同法

第４０条第１号の改正規定（「第２８条の１２第１項若しくは」を削る部分に限る。）に限る。）、第４条、第６条及び第７条の規定並び

に附則第９条、第１１条、第１５条、第２２条、第４１条、第４７条（東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する

法律（平成２３年法律第４０号）附則第１条ただし書の改正規定及び同条各号を削る改正規定並びに同法附則第１４条の改正規定に限

る。）及び第５０条から第５２条までの規定 公布の日 

（検討） 

第２条  政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法律の規定による改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要

があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（罰則に関する経過措置） 

第５１条  この法律（附則第１条第１号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第５２条  この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附  則 （平成２３年６月２４日法律第７９号）抄 

 （施行期日） 

第１条  この法律は、平成２４年１０月１日から施行する。 

（調整規定） 

第４条  この法律の施行の日が障害者基本法の一部を改正する法律（平成２３年法律第９０号）の施行の日前である場合には、同法

の施行の日の前日までの間における第２条第１項及び前条の規定による改正後の高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律第２条第６項の規定の適用については、これらの規定中「第２条第１号」とあるのは、「第２条」とする。 

附  則（平成２６年６月２５日法律第８３号）抄 

（施行期日） 

第１条  この法律は、公布の日又は平成２６年４月１日のいずれか遅い日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

（１） 第１２条中診療放射線技師法第２６条第２項の改正規定及び第２４条の規定並びに次条並びに附則第７条、第１３条ただし書、

第１８条、第２０条第１項ただし書、第２２条、第２５条、第２９条、第３１条、第６１条、第６２条、第６４条、第６７条、第７１条

及び第７２条の規定 公布の日 

（２） 略 

（３） 第２条の規定、第４条の規定（第５号に掲げる改正規定を除く。） 、第５条のうち、介護保険法の目次の改正規定、同法第７条

第５項、第８条、第８条の２、第１３条、第２４条の２第５項、第３２条第４項、第４２条の２、第４２条の３第２項、第５３条、第５

４条第３項、第５４条の２、第５４条の３第２項、第５８条第１項、第６８条第５項、第６９条の３４、第６９条の３８第２項、第６９

条の３９第２項、第７８条の２、第７８条の１４第１項、第１１５条の１２、第１１５条の２２第１項及び第１１５条の４５の改正規

定、同法第１１５条の４５の次に１０条を加える改正規定、同法第１１５条の４６及び第１１５条の４７の改正規定、同法第６章中同

法第１１５条の４８を同法第１１５条の４９とし、同法第１１５条の４７の次に１条を加える改正規定、同法第１１７条、第１１８条、

第１２２条の２、第１２３条第３項及び第１２４条第３項の改正規定、同法第１２４条の次に２条を加える改正規定、同法第１２６条

第１項、第１２７条、第１２８条、第１４１条の見出し及び同条第１項、第１４８条第２項、第１５２条及び第１５３条並びに第１７

６条の改正規定、同法第１１章の章名の改正規定、同法第１７９条から第１８２条までの改正規定、同法第２００条の次に１条を加え

る改正規定、同法第２０２条第１項、第２０３条及び第２０５条並びに附則第９条第１項ただし書の改正規定並びに同法附則に１条を

加える改正規定、第７条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。) 、第９条及び第１０条の規定、第１２条の規定（第１号に掲げる改

正規定を除く。) 、第１３条及び第１４条の規定、第１５条の規定（第６号に掲げる改正規定を除く。) 、第１６条の規定（第６号に

掲げる改正規定を除く。) 、第１７条の規定、第１８条の規定（第６号に掲げる改正規定を除く。) 、第１９条の規定並びに第２１条

中看護師等の人材確保の促進に関する法律第２条第２項の改正規定並びに附則第５条、第８条第２項及び第４項、第９条から第１２条

まで、第１３条（ただし書を除く。) 、第１４条から第１７条まで、第２８条、第３０条、第３２条第１項、第３３条から第３９条ま

で、第４４条、第４６条並びに第４８条の規定、附則第５０条の規定（第６号に掲げる改正規定を除く。) 、附則第５１条の規定、附

則第５２条の規定（第６号に掲げる改正規定を除く。) 、附則第５４条、第５７条及び第５８条の規定、附則第５９条中高齢者虐待の

防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号) 第２条第５項第２号の改正規定（「同条第１４項」を

「同条第１２項」に、「同条第１８項」を「同条第１６項」に改める部分に限る。) 並びに附則第６５条、第６６条及び第７０条の規定 

平成２７年４月１日 

（４）及び（５）略 

（６） 第６条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。) 、第１１条の規定、第１５条中国民健康保険法第５５条第１項の改正規定、

同法第１１６条の２第１項第６号の改正規定（「同法第８条第２４項」を「同条第２５項」に改める部分に限る。) 及び同法附則第５条

の２第１項の改正規定、第１６条中老人福祉法第５条の２第３項の改正規定(「居宅介護サービス費、」の下に「地域密着型通所介護若

しくは」を加える部分に限る。) 、同条第７項の改正規定、同法第１０条の４第１項第２号の改正規定(「規定する通所介護」の下に「、

地域密着型通所介護」を加える部分に限る。) 、同法第２０条の２の２の改正規定(「居宅介護サービス費、」の下に「地域密着型通所

介護若しくは」を加える部分に限る。) 及び同法第２０条の８第４項の改正規定(「、小規模多機能型居宅介護」の下に「、地域密着型

通所介護」を加える部分に限る。) 、第１８条中高齢者の医療の確保に関する法律第５５条第１項第５号の改正規定(「同法第８条第２

４項」を「同条第２５項」に改める部分に限る。) 並びに同法附則第２条及び第１３条の１１第１項の改正規定並びに第２２条の規定



2８ 

並びに附則第２０条（第１項ただし書を除く。) 、第２１条、第４２条、第４３条並びに第４９条の規定、附則第５０条中国有財産特

別措置法（昭和２７年法律第２１９号）第２条第２項第４号口の改正規定(「居宅サービス、」の下に「地域密着型通所介護若しくは」

を加える部分に限る。) 、附則第５２条中登録免許税法（昭和４２年法律第３５号) 別表第３の２４の項の改正規定、附則第５５条及

び第５６条の規定、附則第５９条の規定（第３号に掲げる改正規定を除く。)並びに附則第６０条の規定 平成２８年４月１日までの間

において政令で定める日 

第４条  この法律の施行の日が障害者基本法の一部を改正する法律(平成２３年法律第９０号) の施行の日前である場合には、同法の

施行の日の前日までの間における第２条第１項及び前条の規定による改正後の高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律第２条第６項の規定の適用については、これらの規定中「第２条第１号」とあるのは、「第２条」とする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第７１条  この法律（附則第１条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。) の施行前にした行為並びに

この附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為及びこの附則の規定によりなお効力

を有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第７２条  附則第３条から第４１条まで及び前条に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附  則（平成２７年５月２９日法律第３１号）抄 

（施行期日） 

第１条  この法律は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定 

は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第１条の規定、第５条中健康保険法第９０条第２項及び第９５条第６号の改正規定、同法第１５３条第１項の改正規定、同法

附則第４条の４の改正規定、同法附則第５条の改正規定、同法附則第５条の２の改正規定、同法附則第５条の３の改正規定並びに同条

の次に４条を加える改正規定、第７条中船員保険法第７０条第４項の改正規定及び同法第８５条第２項第３号の改正規定、第８条の規

定並びに第１２条中社会保険診療報酬支払基金法第１５条第２項の改正規定並びに次条第１項並びに附則第６条から第９条まで、第１

５条、第１８条、第２６条、第５９条、第６２条及び第６７条から第６９条までの規定 公布の日 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第７１条  この法律（附則第１条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同じ。) の施行前にした行為並びに

この附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為及びこの附則の規定によりなお効力

を有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

 

 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則 

                     平成１８年３月３１日厚生労働省令第９４号 

（市町村からの報告） 

第１条  市町村は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号。以下「法」とい

う。）第２１条第１項から第３項までの規定による通報又は同条第４項の規定による届出を受け、当該通報又は届出に係る事実の確

認を行った結果、養介護施設従事者等による高齢者虐待（以下「虐待」という。）の事実が認められた場合、又は更に都道府県と共

同して事実の確認を行う必要が生じた場合には、次に掲げる事項を当該虐待に係る法第２条第５項第１号に規定する養介護施設又は

同項第２号に規定する養介護事業の事業所（以下「養介護施設等」という。）の所在地の都道府県に報告しなければならない。 

（１）養介護施設等の名称、所在地及び種別 

（２）虐待を受けた又は受けたと思われる高齢者の性別、年齢及び要介護状態区分（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条第

１項に規定する要介護状態区分をいう。）又は要支援状態区分（同条第２項に規定する要支援状態区分をいう。）その他の心身の状況 

（３） 虐待の種別、内容及び発生要因 

（４）虐待を行った養介護施設従事者等（法第２条第２項に規定する養介護施設従事者等をいう。以下同じ。）の氏名、生年月日及び

職種 

（５）市町村が行った対応 

（６）虐待が行われた養介護施設等において改善措置が採られている場合にはその内容 

（指定都市及び中核市の例外） 

第２条  法第２２条第２項の厚生労働省令で定める場合は、養介護施設等について法第２１条第１項から第３項までの規定による通

報又は同条第４項の規定による届出があった場合とする。 

（都道府県知事による公表事項） 

第３条  法第２５条の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

（１）虐待があった養介護施設等の種別 

（２）虐待を行った養介護施設従事者等の職種 

附  則 

 この省令は、平成１８年４月１日から施行する。 

附  則 （平成１８年５月９日厚生労働省令第１１９号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 
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